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高知県教育大綱の概要（案） 

資料２ 



大綱の構成 
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この教育大綱では、 

  つの基本理念～目指すべき人間像～を実現するため、 

  つの基本目標により成果を検証しながら、 

  つの取組の方向性のもと、 

  の施策の基本方向に沿った施策を推進します。 

大綱の期間は、平成28年度から平成31年度までの4年間とします。 



【基本方向９】 
文化・芸術の振興と 

文化財の保存と活用を図る 

生涯学び続ける 
環境づくり 

基本理念（目指すべき人間像）を実現するための取組の方向性・施策の基本方向 
【高知県教育大綱の体系図】 

基本理念 取組の方向性 
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施策の基本方向 

【基本方向８】 
生涯にわたって学び続ける 

環境をつくる 
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【基本方向７】 
社会の期待に応えるため大学の魅力を高める 

【基本方向10】 

【
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向
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私
立
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チーム学校の構築 

厳しい環境にある 
子どもたちへの支援 

地域との連携・協働 

【基本方向５】 
安全・安心で質の高い教育環境を実現する 

【基本方向４】 
県と市町村教育委員会との連携・協働の充実・強化を図る 

チーム学校により組
織的・協働的に目標
の実現や課題の解決
に取り組める学校を
構築する 

【基本方向１】 

【基本方向３】 
就学前の子どもたちの教育・保育環境の整備を進め 

「生きる力」の基礎をつくる 

厳しい環境にある子
どもたちの貧困の世
代間連鎖を教育に
よって断ち切る支援
策を徹底する 

地域との 
連携・協働 

【基本方向２】 

就学前教育の充実 幼
児
期 

青
少
年
期 

成
年
期 
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基本理念（目指すべき人間像）と基本目標 

基
本
理
念 

~

目
指
す
べ
き
人
間
像~

 

   
  基礎的・基本的な知識・技能、これらを活用して課題を解決するための思考力・判断力・表現力、生涯にわたって学び続ける意欲 
 

  社会の中で多様な人々と互いに尊重し合い、協働し、社会に参画しながら人としてよりよく生きていくための基礎となる、他者への思い 
  やりや規範意識、公共の精神などの豊かな人間性・道徳性 
 

  生涯にわたってたくましく生き抜いていくための基礎となる、体力や健康的な生活習慣 
 
 
 

学ぶ意欲にあふれ、心豊かでたくましく夢に向かって羽ばたく子どもたち 

知･徳･体の調和がとれた、自らの人生を切り拓き主体的に生きる力を、家庭の保護者や地域、学校、市町村教育委員会、県教育委員会
などが、それぞれの役割や責任を意識しながら力を合わせ、社会全体で子どもたちに身に付けさせる必要 

   
○我が国では、先の見えない変化の激しい時代の中で、課題に挑戦し、未来を切り拓く人材が求められている 
 

○特に少子・高齢化が著しい本県が今後も活力を維持・向上していくためには、郷土への愛着と誇りを大切にしながら、グローバルな視点を
持ち、高い志を掲げ、産業・経済や地域福祉、さらには、文化、コミュニティなど多くの分野で地域の将来を担う人材が求められている 

郷土への愛着と誇りを持ち、高い志を掲げ、日本や高知の未来を切り拓く人材 

基
本
目
標 

 
【小・中学校】 

●小学校の学力は全国上位を維持し、更に上位
を目指す 

●中学校の学力は全国平均以上に引き上げる 
 ※H27全国学力・学習状況調査結果（全国平均との差）  

  小：国Ａ＋3.4 国Ｂ＋1.6 算Ａ＋1.8 算Ｂ －0.4 
    中：国Ａ－2.5 国Ｂ－2.9 数Ａ－4.5 数Ｂ －5.4 
  
【高等学校】 

●高校3年生の4月の学力定着把握検査における
D3層の生徒の割合を15％以下に引き下げる 

  ※H27学力定着把握検査結果（高3年４月）：30.4％ 
  
●高等学校卒業者のうち進路未定で卒業する生
徒の割合を３％以下にする 

 ※H26年度卒業生に占める進路未定者の割合：8.0％  

 
●生徒指導上の諸問題の状況を全国平均まで改善
する 

 ※H26児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する
調査結果 

  ・暴力行為発生件数（千人当り）：8.2件（全国4.0件） 
  ・不登校児童生徒数（千人当り） 
     小中15.5件(全国12.1件) 高校18.7件(全国15.9件)  
  ・中途退学率：2.1％(全国1.5％)  
 

●児童生徒の道徳性意識調査結果で、全国平均を
3ポイント以上上回る 

 ※H27全国学力・学習状況調査結果（肯定的回答の割合（ ）は

全国平均との差） 
    「自分には、よいところがあると思う」 
      小：77.3（＋0.9）中：69.4（＋1.3）  
    「将来の夢や目標を持っている」 
      小：86.1（－0.4）中：73.1（＋1.4）  
    「学校のきまりを守っている」 
        小：91.2（＋0.1）中：93.8（－0.6） など 

 
●小学校の体力・運動能力は全国上位に、中学
校の体力・運動能力は全国平均以上に引き上
げる 

 ※H27全国体力・運動能力、運動習慣等調査結果 

   (数値はＴ得点(全国平均＝50)) 
   小学校：男子50.1 女子50.4 
   中学校：男子49.8 女子48.4 

 

  つの 
①チーム学校の構築  ②厳しい環境にある子どもたちへの支援 
③地域との連携・協働 ④就学前教育の充実 
⑤生涯学び続ける環境づくり  

取組の 
方向性 

  の 
施策の 
基本方向 

で基本理念の実現を目指す と 

取組の状況を測る 
基本目標を設定 

3 
※D3層の生徒の割合：学習内容が十分定着しておらず、進学や就職の 
          際に困難が生じることが予測される生徒の割合 



生涯学び続ける
環境づくり

基本理念を実現するための取組の⽅向性と主な施策
厳しい環境にある
子どもたちへの支援 地域との連携・協働 就学前教育の充実チーム学校の構築

本県におけるチーム学校の仕組み チーム学校の必要性
○個々の教員の⼒量のみに頼ら
ず、教員同士がチームを組ん
で主体的に学び合うことによ
り組織的に授業⼒の向上や⽣
徒指導の充実などを図る

地域との
連携・協働

学校支援地域本部
の設置促進

など
専門人材の

校⻑のﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟの発揮
明確な目標の設定

全教職員が

○課題への対応が個々の教員により対症療法的に⾏われることが多く、
組織としての取組が弱い

○日々の授業や⽣徒指導が個々の教員に任されており、教員同士が連
携した授業⼒の向上や生徒指導の充実に向けた取組が⼗分でない

○学校の課題が多様化・複雑化する中で、教員の専門性だけでは対応

主な施策

徒指導の充実などを図る
○外部の専門家や地域の人材の
⼒も活⽤して、学校の目標の
実現や課題の解決を図る

専門人材の
活⽤

SC SSW
部活動支援員など

全教職員が
目標や課題を共有

教員同士が学び合う

○学校の課題が多様化・複雑化する中で、教員の専門性だけでは対応
に限界がある

○学校や教員に求められる役割が増加する中で、教員の多忙化により
児童⽣徒と向き合う時間の確保に支障が生じている

学校の組織マネジメント⼒を
強化する仕組みの構築

ミドルリーダー
（主幹教諭）が取
組を具体的に推進

地域との連携・協働
外部・専門人材の活⽤

教
員
の
多
忙
化

学
校
の
課
題

複
雑
化
・

放課後等
学習支援

不登校等
部活動
指導

教員同士が学び合う
仕組みの構築

１
年 1-1 1-2 1-3

2-1 2-2 2-3２
年

教員A １
年 1-1 1-2 1-3

2-1 2-2 2-3２
年

教員A 教員C

チーム学校の構築に向けた学校・教員の主体的な取組を教育⾏政が徹底してサポート

子どもの

学校経営計画の明
示、目標達成に向
けて率先垂範

教員B

教員B校⻑
 

組を具体的に推進

○校⻑が学校の目標や課題をわかりやす
く示した上で、全教職員が共有

○主幹教諭の配置を拡充し、授業⼒の向
上や生徒指導の充実等を組織的に推進

外
部
・専
門
人
材
の
活
用

多
忙
化

課
題
の・多

様
化

授業
学習支援

授業

部活動
指導

放課後等
学習支援

不登校等

地域との
連携・協働

児童生徒と向き
合う時間を確保 SC、SSW

部活動支援員

4

○学年をまたいで教科を担当する「タテ
持ち」により教員同士が学び合う

○日常的な教科会、授業研究を実施

急増する若い教員の授業⼒の向上等を実現

3-1 3-2 3-3３
年教員C

3-1 3-2 3-3

年

３
年

若い教員Bをはじめ
各教員が個々に授業

学年ごとの授業内容等を
合わせるため、教員同士
が学び合う

※SC：スクールカウンセラー SSW：スクールソーシャルワーカー

子どもの
⾒守り

子どもの
⾒守り

学習支援員

校⻑
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生涯学び続ける 
環境づくり 

基本理念を実現するための取組の方向性と主な施策 

厳しい環境にある 
子どもたちへの支援 

地域との連携・協働 就学前教育の充実 チーム学校の構築 

チーム学校の構築による学力向上等の好循環の実現 

生徒の自尊感情・規範
意識が向上している

生徒の成功体験・認められる
経験が増加している

他者と関わる力が向上している
家庭・地域の教育力が

向上している

若い教員の授業力
が向上している

生徒指導上の諸問題に係る
教員の業務負担が軽減している

組織マネジメント
強化対策

地域・外部人材
との連携・協働

組織的な
授業力向上対策

チーム学校による教育の質の向上

開発的な生徒指導が
組織的に行われている

組織的な生徒指導体制
が構築されている

SC・SSW
の配置拡充

SSWの配置拡充

教員の業務負担が
軽減している

学習支援員・運動部活動
支援員の配置拡充

授業改善が組織的に
推進されている

生徒に学習の目的・意義
が理解されている

生徒に学習方法・習慣
が定着している

生徒に学習内容
が定着している

学校の目標や課題を全教職員が
共有する仕組みが構築されている

地域との連携・協働の
体制が構築されている

学習支援員の
配置拡充

組織マネジメント力を強化
する仕組みが構築されている

教員同士が学び合う
仕組みが構築されている

生徒の学ぶ意欲
が向上している

生徒指導上の諸問題の
状況が改善している
学校が落ち着いている

放課後等に学ぶ場や機会
が十分整備されている



生涯学び続ける 
環境づくり 

基本理念を実現するための取組の方向性と主な施策 

厳しい環境にある 
子どもたちへの支援 

地域との連携・協働 就学前教育の充実 チーム学校の構築 

厳しい環境にある子どもたちへの支援が求められる背景 

○我が国の大きな社会問題である子どもの貧困は本県に 
 おいては更に深刻 
○家庭における生活の困窮や教育力の低下、地域におけ 
 る見守り機能の低下 

○多くの子どもたちが、学力の未定着をはじめ、いじめや不登校、虐待や非行 
 といった困難な状況に直面 
○家庭の経済状況と子どもの学力には相関関係があり、貧困の世代間連鎖が危 
 惧される状況 

就学前 小・中・高等学校 

放課後等における学習の場の充実 

学びの場へのいざない 

・SSWによるきめ細かな支援の実
施、学びの場への参加促進 

・学習支援員の配置拡充による学習支
援の充実 

・放課後児童クラブや放課後子ども教
室における学習活動の充実 

専門人材・専門機関との連携強化 

・SC、SSWの配置拡充 
・「心の教育センター」に一元的
な教育相談支援体制を構築、関
係機関との連携強化 

保護者に対する啓発の強化 

・SC、SSWによる生活環境改善に
向けた相談支援体制の充実 

・健康教育を通じた生活習慣の定着
促進 

厳しい環境にある子どもたちの貧困の世代間連鎖を教育によって断ち切ることを目指す 

欠食がみられる子どもへの支援 

・SC、SSWとの連携による子ども 
 や家庭の状況の把握 
・福祉部門との連携・協働 

地域全体で子どもを見守る体制づくり 

・学校支援地域本部の設置促進・見
守り活動等の充実 

・放課後児童クラブ等の安全・安心
な居場所の確保 

全ての子どもたちが家庭の経済状況などに左右されることなく 
 夢や希望を持ち続け育つ環境の実現が必要 
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主な施策 ～就学前から高等学校までの各段階に応じて切れ目のない対策を実施～ 

○就学前は保護者の子育て力の向上などに重点的に取り組む 
 

○就学後は子どもたちに対する知・徳・体の向上に向けた 
 取組を徹底する 

○地域ぐるみで子どもや家庭を支えていくため、学校 
 と地域との連携・協働の体制を県内全域で構築する 

保育者の親育ち支援力の強化 

保護者の子育て力の向上 
・保護者向けの講話等の実施、参加
の促進 

・管理職を中心にチームとして親育
ち支援を推進 

・親育ち支援研修の充実、中核保育
者の育成 

園と家庭・地域の連携充実 
・コーディネーターや加配保育士の
配置拡充による個別支援の充実 

・SSWの活用による就学前の子ども
や家庭への支援の実施 



○地域の方々にも子どもたちのことを知ってもらい、子どもたちも 
 地域の方々を知っているという関係をつくりながら、地域と学校 
 とが力を合わせて子どもたちを支え育んでいくことが重要 
 

○特にチーム学校の構築、厳しい環境にある子どもたちの支援には 
 地域との連携・協働が不可欠 

生涯学び続ける 
環境づくり 

基本理念を実現するための取組の方向性と主な施策 

厳しい環境にある 
子どもたちへの支援 地域との連携・協働 就学前教育の充実 チーム学校の構築 

地域との連携・協働が求められる背景 

○家庭や地域の教育力
は、核家族化や地域
コミュニティの希薄
化などに伴い低下 

○子どもたちに関わる課題は複雑化・多
様化しており、その支援については、
学校にプラットホームとしての役割が
期待されているものの、学校だけでの
対応には限界 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

・学校内で地域との連絡調整を担う担当者 
 を明確化 
・地域において中核的な役割を果たす地域 
 コーディネーターを育成・確保 

放課後児童クラブ、放課後子ども教室 
の設置促進・活動充実 
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地域との連携・協働による 
放課後等の居場所づくり 

地域との連携・協働による 
学校を支える体制づくり 

主な施策 

全ての学校で地域と連携・協働する体制が 
構築されることを目指す 

安全・安心な居場所の確保 
学びの場の充実 
を目指す 

規範意識、自尊感情、コミュニケーション能力、学習習慣の定着 等 

学校と地域との連携・協働のあり方 

学校支援地域本部 
の設置促進・活動充実 

・放課後児童支援員等を対象とした研修 
・放課後児童クラブの開設時間の延長、利 
 用料の減免 

地域人材の 
発掘・登録・マッチング 

地 域 

地域コーディ 
ネーター 

地域住民等 

連
絡
・
調
整 

地域連携担当者 
（教職員） 

学 校 
校長 

支援・協力依頼 

学校支援活動 
 

【活動の例】 
○授業補助 
○部活動支援 
○環境整備 
○学校行事支援 
○登下校時の 
    安全指導 



基本理念を実現するための取組の方向性と主な施策 

生涯学び続ける 
環境づくり 

厳しい環境にある 
子どもたちへの支援 

地域との連携・協働 就学前教育の充実 チーム学校の構築 

就学前教育の充実の必要性 

主な施策 ～県内どこにいても質の高い教育・保育を受けることができる環境づくり～ 

○子どもたちの知・徳・体の調和のとれた健全な成長の
ためには、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要な
時期である乳幼児期に、質の高い教育・保育を受ける
ことが重要 

○県内の保育所・幼稚園等では、専門的で高度な知見に基
づいた質の高い教育・保育の実践がまだ十分ではない 

○就学前と小学校との教育内容の違いに適応できないこと
などを原因とした小１プロブレムも発生 

組織マネジメント力 
の強化 

キャリアステージに 
応じた保育者の 

資質・指導力の強化 

保育所保育指針・幼稚園教育要領等 
に沿った指導方法の確立 

・具体的な教育・保育の指導方法等を示す 
 ガイドラインの策定と園における実践 

・幼保支援アドバイザーに 
 よる訪問指導等の充実 
・園内研修・地域ブロック 
 研修の充実 

・初任者・中堅者・管理職 
 ごとの研修の内容充実 
・研修参加のための代替保 
 育者の確保への支援 

保幼小の円滑な接続の推進 

・市町村の接続期カリキュラムの作成促進・実践支援 
 ▸モデルとなる県版接続期カリキュラムの作成 
 

 ▸指導主事の訪問・指導による 
  市町村の接続期カリキュラム 
  に基づく円滑な接続の支援 
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発達障害等のある乳幼児への 
専門的な指導・支援の充実 

・保育者の発達障害等に対する理解を深める研修等の実施 
・一人一人の子どもに対応した指導計画作成への支援 
・引き継ぎシートなどの活用による小学校への引き継ぎの徹底 

教育・保育の質の向上 幼

小

保



生涯学び続ける 
環境づくり 

基本理念を実現するための取組の方向性と主な施策 

厳しい環境にある 
子どもたちへの支援 

地域との連携・協働 就学前教育の充実 チーム学校の構築 

生涯学び続ける環境づくりが求められる背景 

施策の基本方向と主な施策 
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文化・芸術の振興と文化財の保存・活用を図る 
 

県民一人一人が文化・芸術に親しむ環境づくりの推進 ／ 文化・芸術等を活用した地域活性化の推進 
高知城の保存管理と整備の推進 ／ 文化財の保存と活用の推進 ／ 埋蔵文化財の発掘調査・保護の推進 

生涯にわたって学び続ける環境をつくる 
 

生涯学習の推進体制の再構築 ／ 新図書館等複合施設を核とした県民の読書環境・情報環境の充実 ／ 子どもも大人も学び合う地域づくり 

2020年オリンピック・パラリンピック東京大会を好機と捉えスポーツの振興を図る 
 

子どもの運動・スポーツ活動の充実 ／ 競技力の向上 ／ 地域における運動・スポーツ活動の活性化 
障害者スポーツの充実 ／ スポーツ施設・設備の整備 

社会の期待に応えるため大学の魅力を高める 
 

地域活性化の核となる大学づくりの推進 ／ 「学び続ける」社会の実現に向けた学び直しの機能の強化 ／ 若者の県内定着の促進 

○社会・経済の急速な変化 
 

○個人の生き方の多様化 

○県民一人一人が自己の人格を磨き、豊かな人生を送ることができるようにするには、誰もが生
涯にわたって学び続けられる環境や、スポーツ等に親しめる環境の整備が重要 

 

○個人の学びの成果がさまざまな場面で発揮されることで、地域や社会に好影響がもたらされる 


